
総合政策課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 総合政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ６月１４日

個人情報取扱事務の名称 総合政策審議会事務 （ １枚中 １枚）

県の政策の総合的かつ計画的な推進及び地方分権の推進に関する重要

個人情報取扱事務の目的 事項を調査審議するため。

（根拠法令等） （秋田県総合政策審議会条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総合政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県総合政策審議会委員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 総合政策課組織の名称

登録年月日 平成１５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１５年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県政策評価委員会事務 （ １枚中 １枚）

県が行う政策、施策又は事業の評価の客観的かつ厳格な実施を推進し、

個人情報取扱事務の目的 その結果の政策等への適切な反映を図るとともに、評価に関する情報を

（根拠法令等） 公表し、県の行政活動について県民に対する説明責任を果たす。

（秋田県政策等の評価に関する条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総合政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 政策評価委員会委員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 総合政策課組織の名称

登録年月日 平成２３年 ８月２０日 開始(変更)年月日 平成２８年 ６月３０日

個人情報取扱事務の名称 読書関係サークル・ボランティア関連事務 （ １枚中 １枚）

読み聞かせ等のボランティア活動を担う人材の養成や活動支援を図

個人情報取扱事務の目的 る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総合政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 アンケート回答者、研修受講者

個人情報の対象者 アンケート回答者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（活動状況 ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：県ホームページ ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 読書関係サークル・ボランティアアンケート調査

されている主な 読書ボランティア等スキルアップ研修会申込書及び受付簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 総合政策課組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ６月３０日

個人情報取扱事務の名称 講演会・研修会参加者取りまとめ事務 （ １枚中 １枚）

読書活動推進のための講演会や研修会の参加者数をあらかじめ把握す

個人情報取扱事務の目的 るため、電話、ＦＡＸ等により、参加申込を受け付ける。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総合政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講演会等参加者

個人情報の対象者 アンケート回答者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 講演会等参加者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 総合政策課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ５月２９日

個人情報取扱事務の名称 ふるさと秋田文学賞募集事務 （ １枚中 １枚）

ふるさと秋田文学賞の作品募集に際し、応募者を特定するため、氏名

個人情報取扱事務の目的 ・住所等の記載を必要とする。

（根拠法令等） 受賞者（４名）については、賞金及び表彰式旅費支払業務のため、マ

イナンバーの収集を必要とする。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総合政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ふるさと秋田文学賞応募者

個人情報の対象者 ふるさと秋田文学賞応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な ふるさと秋田文学賞応募作品

行政文書の名称 賞金及び旅費支出関係書類
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 総合政策課組織の名称

登録年月日 平成３０年 ５月２９日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田大学地域連携プロジェクトゼミ （１枚中１枚）

秋田大学教育学部「地域連携プロジェクトゼミ」に関し、実習生として

個人情報取扱事務の目的 学生を受け入れるため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総合政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田大学教育学部「地域連携プロジェクトゼミ」実習生

個人情報の対象者 実習生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（メールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 地域連携プロジェクトゼミ学生調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 総合政策課組織の名称

登録年月日 令和３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県民読書推進キャンペーン関連事務 （ １枚中 １枚）

県民読書推進キャンペーンのプレゼント賞品送付に際し、当選者の氏

個人情報取扱事務の目的 名、住所等の情報が必要なため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総合政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 プレゼント当選者

個人情報の対象者 ふるさと秋田文学賞応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（ﾂｲｯﾀｰｱｶｳﾝﾄ名 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 県民読書推進キャンペーン当選者及び送付先名簿

行政文書の名称



市町村課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 市町村課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ６年２０日

個人情報取扱事務の名称 審決申請事件関係事務 （１枚中１枚）

市町村においてなされた行政処分について、被処分者から地方自治法

個人情報取扱事務の目的 に基づく審決申請があった場合、これを審理し、審決する。

（根拠法令等） 根拠 地方自治法第２５５条の４

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 市町村課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審決申請人、意見陳述人、代理人

個人情報の対象者 審決申請人、意見陳述人、代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 審査申立書 反論書及び添付書類 弁明書及び添付書類

されている主な 委任状

行政文書の名称 口頭による意見陳述について
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 市町村課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１４年１１月２７日 開始(変更)年月日 平成２８年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 本人確認情報の地方公共団体情報システム機構への通知、利用（１枚中１枚）

市町村長より通知を受けた本人確認情報の磁気ディスクへの記録及び

個人情報取扱事務の目的 保存をし、国の行政機関等への本人確認情報の提供事務を行っている地

（根拠法令等） 方公共団体情報システム機構に対し保有する本人確認情報を電気通信回

線を通じて通知する。また法律等で利用を認められている事務の遂行の

際に、住民の生存・居住事実の確認のため利用する。（住基法第 30条の
6、第 30条の 7、第 30条の 15、別表第 1～第 6）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 市町村課、人事課、総合防災課、保健・疾病対策課、障害福祉課、県民生活課、各地域振興局の総務企画部、福祉環境部、農林部、建設部、総

所 管 す る 組 織 の 名 称 合県税事務所、福祉相談センター、児童相談所、教育委員会

個人情報の対象者の区分 県内市町村において住民票の記載等が行われた者

個人情報の対象者 県内市町村において住民票の記載等が行われた者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 ■（住民票コード）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･ｼｽﾃﾑ名：住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ照会結果確認票、本人確認情報開示請求書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 市町村課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 市町村合併功労者総務大臣表彰事務 （ １枚中 １枚）

市町村合併について特に積極的に取り組み、その実現に顕著な功労の

個人情報取扱事務の目的 あったと認められる者の功績を讃え、表彰する。

（根拠法令等） 根拠：市町村合併功労者総務大臣表彰要領

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 市町村課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰者として推薦する者

個人情報の対象者 総務大臣表彰の被表彰者として推薦する者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 市町村合併功労者総務大臣表彰功労調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 市町村課組織の名称

登録年月日 平成２３年１１月１５日 開始(変更)年月日 平成２４年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 原発避難者特例法関係事務 （ １枚中 １枚）

原発避難者特例法に基づく特例事務を処理するために必要な避難住民

個人情報取扱事務の目的 の避難場所等の情報を避難先市町村及び庁内関係課に提供する。

（根拠法令等） 根拠：東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に対処するための避難住民に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る

措置に関する法律第７条第３項及び第４項

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 市町村課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 県内に避難した避難住民

個人情報の対象者 県内に避難した避難住民

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 ■（避難場所 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 市町村課組織の名称

登録年月日 平成２９年 ６月１５日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 地縁による団体功労者総務大臣表彰事務 （ １枚中 １枚）

地縁による団体等の代表者として一定期間在職し、地域的な共同活動

個人情報取扱事務の目的 を通じて良好な地域社会の維持及び形成に顕著な功績があったと認めら

（根拠法令等） れる者の功績を讃え、表彰する。

根拠：地縁による団体功労者総務大臣表彰規程

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 市町村課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰者として推薦する者

個人情報の対象者 総務大臣表彰の被表彰者として推薦する者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 自治体等地縁による団体功労者表彰

行政文書の名称



デジタル政策推進課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した デジタル政策推進課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 地上デジタルテレビ放送移行促進事業費補助金交付事務（１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 地上デジタル放送の難視聴地域を解消するために、補助金を交付する。

（根拠法令等） （秋田県企画振興部情報企画課関係補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタル政策推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 加入者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した デジタル政策推進課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 地域情報化推進会議事務 （ １枚中 １枚）

会議開催に係る周知及び参加者のとりまとめのため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタル政策推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師、出席者

個人情報の対象者 講師、出席者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第七号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 磁気ファイル

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した デジタル政策推進課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 あきたＩＴ基本戦略推進会議事務 （ １枚中 １枚）

県内の情報化を推進するため、施策の提言・提案や、推進計画等のフ

個人情報取扱事務の目的 ォローアップを行う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタル政策推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（Ｅメールアドレ

ス）

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

人 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

報 れのある個人情報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 5心 身 の 状 況 □ （ ）
目 (2 又は 3 に該

当するものを除
く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：メーリングリスト ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 あきたＩＴ基本戦略推進会議

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した デジタル政策推進課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１９年 ３月 日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県電子申請・届け出サービス利用者 ID発行事務（ １枚中１枚）

秋田県電子申請・届け出サービス利用者 ID発行のための基本情報収
個人情報取扱事務の目的 集

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタル政策推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（Eメールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子申請システム ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：利用者 IDシステムからの自動発行 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 磁気ファイル

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した デジタル政策推進課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年５月１４日 開始(変更)年月日 平成３０年６月１日

個人情報取扱事務の名称 秋田ＤＸ推進計画（仮称）の策定に関する事務（ １枚中１枚）

計画策定委員への報酬支払いのため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタル政策推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（Eメールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 磁気ファイル

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した デジタル政策推進課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和３年５月２１日 開始(変更)年月日 平成２９年１２月１２日

個人情報取扱事務の名称 情報システム開発等業務の委託に係る競争入札参加資格者登録事務

（ １枚中１枚）

競争入札参加資格を申請した企業の役員について、暴力団又は暴力団

個人情報取扱事務の目的 員との関係を秋田県警察本部へ照会するため。（地方自治法施行令、秋

（根拠法令等） 田県情報システム開発等業務に係る競争入札参加資格等に関する要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタル政策推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（Eメールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第４号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：役員名簿 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：県警暴力団照会システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：秋田県警察本部へ役員名簿を提出し、暴力団又は

の 委 託 暴力団員との関係を照会を委託）

□ 無

個人情報が記録 様式第４号の２ 役員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した デジタル政策推進課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和３年５月２１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 小規模施設特定有線一般放送業務開始届出事務（ １枚中１枚）

小規模施設特定有線一般放送業務の届出受理のため。

個人情報取扱事務の目的 （放送法、秋田県小規模施設特定有線一般放送に関する事務処理要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタル政策推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（Eメールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：施設管理簿 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 小特共聴施設審査票

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した デジタル政策推進課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和３年５月２１日 開始(変更)年月日 令和３年５月２１日

個人情報取扱事務の名称 ＤＸ推進アドバイザーの招聘に関する事務（ １枚中１枚）

ＤＸ推進アドバイザーへの報酬支払いのため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタル政策推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（Eメールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 磁気ファイル

されている主な

行政文書の名称



- 9 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した デジタル政策推進課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和３年６月２１日 開始(変更)年月日 令和３年６月２１日

個人情報取扱事務の名称 高齢者向けスマートフォン操作体験会事務 （ １枚中１枚）

高齢者向けスマートフォン操作体験会の受講者管理のため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタル政策推進課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（Eメールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名：電子申請システム ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：受講者の管理 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 磁気ファイル

されている主な

行政文書の名称



調査統計課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 統計調査員確保対策事務 （ １枚中 １枚）

統計調査員に選任を希望する者に研修案内と統計調査員通信を送付す

個人情報取扱事務の目的 る他、研修参加者に交通費を支給する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 統計調査員に選任を希望する者

個人情報の対象者 統計調査員に選任を希望する者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別■（本人名義口座番号）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 登録調査員名簿

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 統計調査員登録事務 （ １枚中 １枚）

統計調査員について、住所等基本情報から調査従事実績、受賞実績な

個人情報取扱事務の目的 ど、トータルに管理することにより、調査員管理事務の効率化を図る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 統計調査員

個人情報の対象者 統計調査員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（本人名義口座番号）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（ 調査従事実績 ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：統計調査員管理シス

処 理 形 態 テム）

オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 統計調査員管理システム

行政文書の名称



- 3 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 ４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 統計調査員任用事務 （ １枚中 １枚）

各統計調査を実施する際、統計調査員を任命する必要があるが、任命

個人情報取扱事務の目的 するにあたり、市町村から統計調査員候補者を推薦してもらう。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 統計調査員候補者

個人情報の対象者 統計調査員候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（本人名義口座番

号）

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

人 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

報 れのある個人情報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 5心 身 の 状 況 □ （ ）
目 (2 又は 3 に該

当するものを除
く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（ 調査従事歴 ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 各統計調査毎の調査員推薦調書、調査員任命簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 統計功績者知事表彰 （ １枚中 １枚）

統計調査に功績があった統計調査員等を表彰する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受賞者

個人情報の対象者 受賞者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 表彰候補者記録票及び功績調書

されている主な 功績調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 各省大臣表彰事務 （ １枚中 １枚）

各統計を掌握する省庁について、長年統計調査に携わった方々を表彰

個人情報取扱事務の目的 するにあたり、その調査従事歴等の情報を収集する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 統計調査員

個人情報の対象者 統計調査員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

人 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

報 れのある個人情報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 5心 身 の 状 況 □ （ ）
目 (2 又は 3 に該

当するものを除
く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（統計調査履歴 ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 総務省関係 表彰候補者名簿、統計功労者表彰功績調書

されている主な 経済産業省関係 経済産業省所管統計調査功績調書、感謝状交付報告書 他

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 叙勲・褒章候補に関する基礎調査 （ １枚中 １枚）

各省庁で長年統計調査に携わった方々から、叙勲・褒章候補者を選定

個人情報取扱事務の目的 するにあたり、その調査従事履歴等の情報を収集する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 統計調査員

個人情報の対象者 統計調査員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（統計調査履歴 ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 叙勲・褒章候補者記録票

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 叙勲・褒章（栄典）に係る事務 （ １枚中 １枚）

各省庁で長年統計調査に携わった方々から叙勲・褒章するにあたり、

個人情報取扱事務の目的 その調査従事歴等の情報を収集する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 統計調査員

個人情報の対象者 統計調査員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 ■（ 出生地 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 ■（統計調査履歴 ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 叙勲・褒章候補者記録票

されている主な 履歴書、功績調書、審査票

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県統計グラフコンクール （ １枚中 １枚）

秋田県統計グラフコンクールは、統計グラフ全国コンクールの一次審

個人情報取扱事務の目的 査を兼ねている。全国コンクール中央審査の応募に際して、住所、氏名、

（根拠法令等） 学校名及び学年を記載することになっているため、県コンクールにおい

ても、応募票に記載することとしている。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第１号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 ■ 他の実施機関（全国コンクール）

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 グラフコンクール応募作品一覧、グラフコンクール応募作品結果一覧

されている主な グラフコンクール応募作品送付目録

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 親子統計教室 （ １枚中 １枚）

親子統計教室（教育委員会と共催）の参加申し込み世帯に、開催内容

個人情報取扱事務の目的 の変更等の場合に連絡を取るため。

（根拠法令等） 学業（学校名・学年）については、対象者を小学校３～６年生とその

保護者等としているため。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加申込者

個人情報の対象者 参加申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 親子統計教室参加者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成２６年１１月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年１１月 １日

個人情報取扱事務の名称 あきた県民手帳利用者アンケート （ １枚中 １枚）

あきた県民手帳のアンケート回答者に抽選でプレゼントを送付する。

個人情報取扱事務の目的 （無記名のアンケート回答もできるが、プレゼント抽選対象としない。）

（根拠法令等） 性別、年代、意見については、統計的資料として県民手帳の企画編集

に活用するためである。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 プレゼント応募者

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 ■（ 年代 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 あきた県民手帳アンケート抽選用名簿、当選者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 統計調査員報酬支払い及び源泉徴収票発行事務 （ １枚中 １枚）

統計調査員の報酬の支払い及び源泉徴収票発行のため個人情報を収集

個人情報取扱事務の目的 する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 統計調査員

個人情報の対象者 統計調査員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（本人名義口座番

号）

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

人 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

報 れのある個人情報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 5心 身 の 状 況 □ （ ）
目 (2 又は 3 に該

当するものを除
く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第２号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 給与支払報告書 源泉徴収票

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 調査統計課組織の名称

登録年月日 令和３年 ７月２６日 開始(変更)年月日 令和３年 ７月２６日

個人情報取扱事務の名称 統計調査員希望者登録事務 （ １枚中 １枚）

統計調査員の確保が困難となっている現状を改善するため、あらかじ

個人情報取扱事務の目的 め統計調査員となる意思を有する者を登録し、その確保に資する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 調査統計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 統計調査員となる意思を有する者

個人情報の対象者 統計調査員となる意思を有する者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（ＦＡＸ番号 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（勤務先名称、統計調

査従事歴）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（希望する地域、時期及び統計調査の種

類並びに調査交通手段及び登録経路）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第２号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 統計調査員希望者登録カード

行政文書の名称



国際課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 国際課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年５月１８日

個人情報取扱事務の名称 ＡＫＩＴＡ留学生交流サポート事業（１枚中１枚）

本事業は、本県に留学している学生と県民の交流を図ることを目的と

個人情報取扱事務の目的 している。本事業を効率的に行うため、留学生の個人情報に関連する情

（根拠法令等） 報を収集する必要がある。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 国際課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 本事業に関わる外国人留学生

個人情報の対象者 補助金申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書、交付申請書、実績報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 国際課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２９年６月２０日

個人情報取扱事務の名称 外国青年招致事業（１枚中１枚）

当該事業において外国青年招致を希望する任用団体（市町村）が適切

個人情報取扱事務の目的 に受け入れを進めるため、また、招致外国青年間の互助・親睦を図り当

（根拠法令等） 該事業への側面的な協力活動を推進するための情報の収集及び提供。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 国際課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 招致（予定）外国青年

個人情報の対象者 招致（予定）外国青年

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 ■（食生活の内容等）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 アプリケーションフォーム（応募用紙）、リプライフォーム（同意書）、

されている主な 健康診断書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 国際課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２９年６月２０日

個人情報取扱事務の名称 内閣府青年国際交流事業（１枚中１枚）

内閣府が主催する事業で、海外の青年との交流活動を通じて、相互理

個人情報取扱事務の目的 解と友好を深め、交流によって得た知識や体験を基に、地域・職場・青

（根拠法令等） 少年活動においてその成果を発揮できる青年を育成するもの。県では応

募者の一次選考を行い、候補青年を内閣府へ推薦する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 国際課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加申込（応募）者

個人情報の対象者 参加申込（応募）者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（メールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（応募の動機、海外渡航歴）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 内閣府青年国際交流事業参加青年の推薦について（通知）、選考会資料、参

されている主な 加申込書、健康診断書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 国際課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２９年６月２０日

個人情報取扱事務の名称 海外研修員受入事業（１枚中１枚）

県と交流のある地域又は在外秋田県人会等から研修員の推薦を募り、

個人情報取扱事務の目的 合否判定を行うため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 国際課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被推薦者（研修員候補者）

個人情報の対象者 被推薦者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 ■ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：研修員の住居契約、航空券手配、傷害保険契約）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 海外研修員推薦書、海外研修員等申請書、健康診断書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 国際課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２３年４月１日 開始(変更)年月日 令和元年６月６日

個人情報取扱事務の名称 ＪＩＣＡボランティア出発表敬（１枚中１枚）

（１）派遣前地方自治体表敬訪問の際に提供される情報として

個人情報取扱事務の目的 （２）表敬が各報道機関によって取材される場合に報道機関に提供する情報として

（根拠法令等） （３）同席する関係者（ＯＢ会、育てる会等）に提供する情報として

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 国際課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表敬訪問を行うＪＩＣＡボランティア

個人情報の対象者 表敬訪問を行うＪＩＣＡボランティア

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ＪＩＣＡボランティアプロフィール

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 国際課事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年６月２７日 開始(変更)年月日 平成２９年６月２０日

個人情報取扱事務の名称 海外渡航時パスポート記載情報取扱事務（１枚中１枚）

ロシアやブラジルなど、渡航する際に査証が必要な国の場合、査証取

個人情報取扱事務の目的 得手続きのためにパスポート記載情報を集約した形でパスポートともに

（根拠法令等） 旅行代理店へ提出するため。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 職員の海外出張がある庁中各課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 査証申請者

個人情報の対象者 査証申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 訪問団員のリスト

されている主な

行政文書の名称


